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大阪湾岸流域における下水道由来栄養塩負荷の影響評価（その３） 

－地下水流入および洪水時フラッシングを考慮した時空間変化の解析－ 

代表者：小野寺真一（広島大学大学院総合科学研科・教授） 

共同研究者：齋藤光代（岡山大学）・清水裕太（農業・食品産

業技術総合研究機構 西日本農業研究センター）・谷口正伸（和歌山大学） 

 

[研究目的] 

本研究では、大阪湾に対する下

水道由来の栄養塩負荷の影響評価

を目的とする。代表者らによるこ

れまでの結果 1)から、①下水処理

場からの直接的な流入負荷に加え

て②堆積物からの二次的な栄養塩

負荷（再生産）の存在が確認され

てきたが、定量化は不十分であっ

た。具体的には①と②の影響は分

離できておらず、②については拡

散のみを考慮した負荷量は小さく、

現場の状況を十分に説明できてい

なかった。そこで、最終年度であ

る本年度は、(1)大阪湾岸の下水処

理場から沖合（図 1）を対象に洪

水時を含む現地観測を実施し、水中および堆積物中の栄養塩、安定同位体比の空間分

布から下水道由来の負荷の影響を評価し、(2)拡散に加えて潮位変化にともなう移流現

象（タイダル・ポンピング、海底地下水湧出）を考慮した堆積物からの栄養塩負荷の

推定を行い、(3)以上の結果をもとに栄養塩収支解析を行い、二種類の負荷（①・②）

の定量的な評価を試みた。また、(4)下水道管の老朽化にともなう周辺地下水とのイン

タラクション 2), 3)について、水文流出モデルによる評価を実施した。  

 

[研究方法] 

1. 現地調査および試料分析 

大阪湾沿岸に位置する三か所の処理場のうち、特に此花下水処理場を対象により詳

細な観測を実施した（図 1）。処理場の処理排水放流口を起点として、沖側に向かう約

2.5km の側線（此花処理場ライン：KH Line）を設定し、2016 年 7 月 9 日、8 月 30 日

および 9 月 17～19 日の期間で現地観測を行った。このうち、7 月および 8 月は観測日

とその前日に大規模の降雨（それぞれ合計 30mm、148mm）があり、9 月は観測期間

中（18 日～19 日）に 25mm の降雨があった。その中でも、8 月の観測直前の降雨（日

雨量 145mm）は、2016 年の日雨量では最大であった。また、7 月および 8 月の観測日

は中潮で、観測は下げ潮時に実施した。9 月は大潮から中潮への移行期であり、観測

図 1 現地調査対象地域  
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は下げ潮と上げ潮（午前および午後）時にそれぞれ実施した。現地では、処理場の処

理排水放流口を起点とし、数百 m 間隔で CTD センサーによる海水の水温および電気

伝導度の鉛直分布を測定するとともに、海水試料の採取を行った。なお、9 月の観測

時は、表層に加えて底層の海水および海底堆積物も数地点で採取した。  

海水試料はメンブレンフィルターおよびガラスフィルターで濾過後に栄養塩（窒素、

リン、珪素）濃度、酸素・水素安定同位体比（δ18O・δD）、懸濁態有機炭素（POC）お

よび窒素（PON）量および窒素・炭素安定同位体比（δ15N・δ13C）の定量分析を行っ

た。堆積物試料については、まず遠心分離機を用いて間隙水を採取し、栄養塩濃度の

定量分析を行い、堆積物の窒素・炭素量および δ15N・δ13C の測定も実施した。  

 

2. 堆積物由来の栄養塩負荷量評価 

堆積物からの栄養塩負荷について、一次元のタイダル・ポンピングの影響がある場

合（TP）と無い場合（拡散のみ：N-TP）とを再現し、その変化を確認した。まず、海

底堆積物試料を用いたカラム実験を実施し、タイダル・ポンピング（TP）の再現につ

いては、堆積物試料の上部に対象地域の潮位変化（約 200cm）を想定した水圧変化を

与え、潮汐にともなう堆積物への海水の出入りを再現した。N-TP と TP の双方につい

て、堆積物直上水の栄養塩濃度変化を 30 日間モニターし、それらの結果から拡散およ

びタイダル・ポンピングによる栄養塩負荷量を推定した。  

また、上記の実験結果を検証するため、一次元の水分、熱、溶質移動を数値計算す

る Hydrus-1D によるシミュレーションを実施した。TP の再現にあたっては、カラム実

験と同様に水圧変化を与えた。それらのシミュレーションを 20 日間継続し、その間の

海水栄養塩濃度の変化からフラックスを推定した。  

 

3. 栄養塩収支解析  

下水処理場放流水および堆積物からの栄養塩負荷の影響について、KH Line（図 1）

を対象に現地観測結果に基づく収支計算を行った。晴天時は河川からの流入がほぼ無

く、処理区の下水の全てが此花下水処理場へ流入していることから、処理場から排出

される処理水を陸側からの入力条件とした。また、大阪湾と接する海側との境界を正

蓮寺川水門から直線距離で約 2km 西側に設定し、最干潮時と最満潮時の水深をそれぞ

れ 5.5m、7m とし、解析領域の幅（南北方向）を 200m と仮定し、潮位変化を考慮し

た水収支、塩分収支および栄養塩収支を推定した。  

 

4. 下水道－地下水インタラクションの解析  

流域内の土地利用  や土壌、勾配などの不均一性を考慮できる Soil and Water 

Assessment Tool (SWAT) モデルを用い、大阪湾沿岸における下水道と地下水とのイン

タラクションについて解析を実施した 4)。まず、大阪市域における地下水涵養量を求

めるため、淀川および大和川の下流域を対象に SWAT を構築し、1996 年〜2016 年を

計算期間とし、そのうち 1996〜1998 年をウォームアップ期間、1999〜2001 年をキャ

リブレーション期間、そして 2002〜2003 年をバリデーション期間とした。  
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 [結果と考察] 

(1) 洪水時を含む下水道

由来の栄養塩負荷の影

響：2016 年 8 月におけ

る洪水直後の観測結果

から、水深約 4m 付近

に明瞭な塩分躍層が形

成され（図 2）、海水の

顕著な酸素安定同位体

比（δ18O）の低下に加

え、表層海水の栄養塩

濃度が排水流入点から沖側約 2.5km まで上昇していることが確認された。平水時に

おける処理排水の影響範囲は約 1km であり、洪水時にはその範囲が 2 倍以上に拡大

したことになる。また、上げ潮時と下げ潮時の観測結果から、全体的に表層の栄養

塩濃度は下げ潮時よりも上げ潮時において高く（図 3a, c）、対照的に底層は下げ潮

時に高くなる（図 3b, d）傾向を示した。上げ潮時の観測は最干潮の直後であったた

め、処理排水の影響が強く表層で栄養塩濃度が高かったと考えられる。一方で、底

層の栄養塩濃度が下げ潮時に上昇した原因として、それ以前の上げ潮時に一旦堆積

物へ侵入した海水が潮位の低下にともない流出すること（移流過程）による栄養塩

負荷が生じていると考えられる。  

(2) 移流現象を考慮した堆積物からの栄養塩負荷の推定：堆積物からの栄養塩負荷に

ついて、拡散のみでなく一次元の移流過程（タイダル・ポンピング）による影響を

評価するため、現地の堆積物試料を用いた室内カラム実験および一次元の溶質輸送

モデルによるシミュレーションを行った結果、全ての種類の栄養塩について、拡散

のみの場合と比較して、水圧変化によるタイダル・ポンピングの影響を仮定した実

験のほうが時間とともに濃度が明瞭に上昇する傾向を確認できた（図 4）。その結果

図 2 洪水直後の海水の EC（a）と水温（b）の鉛直分布  

図 3 表層（a, c）と底層（b, d）海水の下げ潮および上げ潮時の DIP と NH4
+-N 濃度の変化  
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をもとに日単位の栄養塩負荷量を推定

した結果、DIP についてはタイダル・

ポンピングの影響により負荷量が拡散

のみの場合の約 6 倍に、NH4
+-N は約 3

倍に増加した。  

(3) 栄養塩収支の検討：現地での観測結

果にもとづき対象領域の栄養塩収支を

検討した結果、処理排水の流入量およ

び移流によって海底堆積物を出入りす

る水の量は、対象領域と沖合との水の

交換量の 1 割未満であるのに対し、堆

積物から供給される溶存態の栄養塩量

は、少なくとも処理排水由来の供給量

の数倍以上に及ぶと推定された。また、

この収支計算にもとづく供給量は、室内カラム実験および一次元のシミュレーショ

ン計算（一次元のタイダル・ポンピング）による推定よりも大きな値であった。こ

の結果から、現地で生じている移流過程にともなう栄養塩負荷は、室内実験および

シミュレーションで仮定した一次元の現象だけではなく、観測結果から想定される

ような陸域隣接部での海底湧水（海水の再循環）によっても生じていることが示唆

される。  

(4) 下水道と周辺地下水とのインタラクショ

ン：平均地下水面標高をもとに SWAT モデ

ルによる下水－地下水交流可能域の推定を

行った結果 4)、淀川沿いおよび大阪湾臨海

部では下水道管への地下水の侵入が、対照

的に上町台地周辺部およびそれ以東では地

下水への下水の漏水が生じている可能性が

示された（図 5）。  
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Kansai Geo-Symposium 2015 論文集 , 2015. 
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図 4 拡散のみ（N-TP）とタイダル・ポン
ピング（TP）の影響を再現した場合の

NH4
+-N（a）および DIP（b）の濃度変化  

図 5 推定された下水－地下水交流可
能域（青：地下水侵入、緑：下水漏水） 
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図１．定点調査実施場所  

ＭＴ局  

海洋生物の発する音を指標とした関西国際空港周辺での海域再生

モニタリング 

 

             （氏 名）   中村清美 

             （所属・役職） 神戸市立須磨海浜水族園 学芸員 

 

【はじめに】 

低次の生態系を構成する種が減ると高次捕食者もその影響を受け減少するだろ

う。このことから、イルカやクジラ、大型魚類のような高次捕食者の存在は、そ

の海域の生態系が健全に維持されていることの指標となると考えられる。大阪湾

において、スナメリは最高次捕食者であり、遊泳能力も高い。そのため海域の環

境変化に対し敏感に反応し、餌生物が減少すれば生息域を変えるなど、その海域

から姿を消していくと予想される。一方、魚類やベントスは、汚濁や貧酸素とい

った環境変化の影響を受けやすい。とくに、移動能力の低い無脊椎動物は環境変

化の影響をより受けやすいと考えられる。そこで本研究では、次の 2 点を目的と

する。  

 １．生物が発する音を利用し、その海域に生息する魚類とベントスを昼夜連続 

   的に観察し、その動態を明らかにする。 

 ２．得られた生物動態の情報と精密な海洋環境データを比較することで、環境 

   変動が各生物に及ぼす影響と再生力を検証する。 

 

【方法】 

 スナメリをはじめとする小型歯

鯨類は音響探索能力をもち、超音波

パルス音を頻繁に発する。また、魚

類においても、ニベ科やフグ目、ホ

ウボウ科の種がよく音声を発してお

り、この音波を利用して生息密度や

活動度を測る技術開発が行われてい

る。さらに、海底に広く分布し、ベ

ントスの中で、無脊椎動物のテッポ

ウエビも、強烈な低周波パルス音を

発することが知られている。そこで、本研究では音響データロガーを用いて、生物

が発する音を利用したモニタリング調査を実施した。調査は、定点おける長期的

なモニタリングと、定点との比較のための短期的なモニタリングとして曳航式音

響調査及び底生生物相調査を実施した。  

 定点調査は関西国際空港島の南西に位置するＭＴ局にロガー設置し（図１）、

2015 年 12 月より開始し、現在も継続中である。曳航式音響調査では 2 本のマイク
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ス ナ メ リ パルス音  ニベ科魚類音  

図２．本調査において記録された音声 

   左から、スナメリ音、パルス音、ニベ科魚類音。スナメリ音とパルス音 

   は上段から受信音圧(Pa に比例)、音源方位、パルス間隔(ms)を示す。パ

   ルス音の方位（黒点）は下方に偏っている。これは音源が海底方向にあ 

   ることを示している。魚類音は上段がスペクトログラム、下段が波形で 

   ある。  

ロホンを曳航し音声収録を 4 回実施した。調査日程は、日中の調査として 2016 年

9 月に 1 回、夜間調査として 11 月、12 月、翌年 1 月に各月 1 回で、調査定線は関

西空港周辺海域に設定した底生生物相調査は、関西空港周辺に調査定点を 3 地点

設定し、石桁網で採集される生物相を調べた。調査は 2016 年 9 月と 12 月に実施

した。 

 

【結果及び考察】 

■ＭＴ局における定点調査 

 関西空港南西側に位置するＭＴ局において、音響モニタリングを実施した結果、

主にスナメリ、パルス音、ニベ科魚類の音声が確認された（図２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．スナメリ音 

 2015 年 12 月から 2016 年 6 月までは、音数は次第に減少するがほぼ毎日のよう

にスナメリ音を確認することができた。また、時間帯別の音状況を見てみると、

2015 年 12 月から 2016 年 6 月までの日中に観察されたスナメリ音は夜間に比べ非

常に少なく日周変動がみられた。しかし、7 月以降のスナメリ音は激減し、日周変

動も見られなくなった。その後、12 月に入ると、スナメリ音は次第に増加し、再

び日周変動がみられるようになった。さらに、音による探索距離は冬季に短く、

夏期に長かった。また、音源方位は、冬季は底方向で、夏期は水平方向で確認さ

れた。スナメリ音の出現頻度が高い冬季から初夏にかけては、音で近くを見なが

ら遊泳しており、夏期は遠くを見ながら遊泳していたと考えられる。このことか

ら、冬季から初夏にかけては、ＭＴ局周辺で夜間に餌を探していた可能性が、ま

た、夏期は単に遊泳（通過）していた可能性が示唆された。 
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２．パルス音 

 定点調査（ＭＴ局）では調査期間中、底方向から発せられる 160dB re 1uPa p-p

を超えるパルス音が多数観察され、季節変動がみられた。2015 年 12 月から 2016

年 5 月にかけては、夜間に多くのパルス音が観察され、6 月から 7 月は終日、多数

のパルス音が観察された。その後、9 月から 11 月までは日中に多数のパルス音が

観察され、12 月になると再び夜間に多くのパルス音が観察されるようになった。 

 また、曳航式音響調査では、関西国際空港島の南西側と連絡橋の紀伊半島側で

受信頻度が高く、空港島周辺の狭い範囲においてもパルス音の受信頻度に差が生

じることがわかった。このことから、大阪湾全体においても、場所によりパルス

音の受信頻度に差が生じる可能性が示唆された。 

 

３．ニベ科魚類 

調査期間中、ニベ科魚類の音が観察されたのは 8 月のみであった。観察された時

間帯は、18 時から 21 時の間が多かった。ニベ科魚類は繁殖のために限られた期間

の夜になくことが知られており、本調査において 8 月にのみに音が検出されたの

もこのためと思われる。 

 

４．スナメリ音とパルス音 

 ＭＴ局におけるスナメリ音とパルス音の出現状況を比較したところ、スナメリ

音が夜間に頻繁に観測される 12 月から 6 月までは、パルス音は日中よりも夜間の

方が多く、スナメリ音がほとんど観察されなくなる夏期は、終日パルス音が観察

された。これらのことから、海中の騒がしさがあるレベルを超えると、スナメリ

音の出現が減少していくことが示唆された。 

 

５．海洋環境との比較 

 定点観察を実施しているＭＴ局は、国土交通省が実施している大阪湾水質定点

自動観測データ配信システムの 1 つの観測地点となっており、様々な海洋データ

が定期的にサンプリングされている。そこで、スナメリ音及びパルス音の出現状

況とＭＴ局における海洋データと比較した。海洋データは、パルス音が底方向か

ら発せられていることより、水深 18ｍのデータを用いた。 

 スナメリ音の出現が少なく、パルス音が終日観察された2016年7月、8月の水温

は、スナメリ音が頻繁に観察された2016年12月から6月までの水温よりも高く、Ｄ

Ｏ飽和度は低く、クロロフィルa濃度も比較的低い値であった。スナメリは哺乳類

なので、水温やＤＯ飽和度やクロロフィルaの濃度の影響を直接受けるとは考えに

くく、これらの影響を直接受けるものとして、スナメリの餌生物が考えられる。

当園のこれまでの調査から、死亡して発見されたスナメリの胃より、魚類の耳石

や肉質部、骨格、頭足類のビーク、甲殻類がみつかっている。また、平成28年漁

況通報年報（大阪府立環境農林水産総合研究所水産技術センター）によると、大
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阪湾では夏期にマイワシやカタクチイワシ、ヨシエビや小エビ類等の漁獲が多く、

冬季になると、マイワシやカタクチイワシ等の漁獲は減少し、底魚の漁獲が高い。

これらのことから、スナメリ音の出現には、餌生物が要因の1つとなっている可能

性が考えられるがはっきりしたことはわからなかった。 

 

■曳航式音響調査 

 4回の調査で、スナメリ音は8回観察された。それぞれの内訳は、9月1回（1群1

頭）、11月4回（4群4頭）、12月発見なし、1月3回（3群3頭）であった。これらの発

見位置を元にカーネル密度推定を行ったところ、関西空港の南西側に多く分布す

ることが示唆された。同様に、調査ライン上でのパルス音の受信数からカーネル

密度により面的な受信数を推定した。関西空港の南西側と連絡橋の紀伊半島側で

頻繁に認められることが示唆された。 

 

■底生生物相調査 

 9月の調査では45種類の生物が、また、12月の調査では、54種類の生物が確認さ

れた。採集した生物のうち、甲殻類に関して音声収録を試みたが、音の収録はで

きなかった。 

 

【結論】 

 本研究では、生物を採集することなく、水中音を継続して観察することで、ス

ナメリやパルス音を発する底生生物の季節変動や日周変動を把握することができ

た。パルス音はその海域における食物連鎖を支えている生態系の下位種の生物が

発する音と推測されることから、底生生物の密度や活動度の指標となり、一方、

スナメリは生態系の上位種であることから、その生態系の健全性を示す指標とな

ると考えられる。海洋生物の発する音を指標として、関西国際空港周辺での生物

動態を部分的にではあるが時系列的に明らかにすることができた。 

 目視調査やサンプリング調査は、天候の影響を受けやすくさらには調査者の熟

練度によって結果に大きな違いが生じるため、結果に様々なバイアスがかかって

くる可能性がある。しかし、音響調査では、基本的には 24 時間 365 日、天候の影

響を受けることなく、生物の動態を調査することが可能であり、加えて、調査時

の生物への影響は低いと考えられる。 

 このような生物の発する「音」を用いた長期モニタリングは、大阪湾では前例

が乏しいが、本調査により、従来にない連続的なデータが得られることが証明さ

れた。大阪湾は大阪湾水質定点自動観測データ配信システムが整備されているこ

とで海洋環境のデータがそろっていることから、経年的に多点調査を実施するこ

とができれば、海洋環境が大阪湾における生物相の季節変動に及ぼす影響を遠隔

的に観測できると考えられる。今後、音源の種を特定する作業をすすめることで、

音による遠隔観察の対象生物は増えるだろう。 
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